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「SDGS時代の持続可能なまちづくりを考える」
～引き続き必要不可な多様性・衡平と包摂（DE&I）～



SDGs（持続可能な開発目標）は2015年9月25日に採択され、
17分野の目標（ゴール）と169の数値目標（ターゲット）を持つ
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開発

経済

地球 枠組

アミーナ・モハメド国連副事務総長による



SDGsが全体として理解されない原因の一つは
大きなストーリーの一部だけを見ていること

SDGsという文書は全体として
人類の大きな夢を語っている文書
本のようにストーリーがある

17の目標、169の数値目標だけを
いくら読んでもストーリーは
読み解けない

前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）



（１）SDGsの前文第二段落は
「誰ひとり取り残さない」決意を述べている
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前文第二段落

（１）2000年代を通じて広がってしまった
「格差」を解消すべき

人類にとって格差ほどの敵はいない

（２）社会的少数者が排除されない世界を
つくるべき=inclusion

＝ 「すべての人が」参画できる社会

前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）



1990年代の「トリクルダウン仮説」は貧困削減に一定の効果を見せたが、
それよりも大きな結果は富裕層とグローバル企業への富の集中だった
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経済成長：
pro-growth

経済成長が富裕層のみ
ならず貧困層にも配当
を与えるという「トリ
クルダウン仮説」によ
り成長政策が取られた

貧困層・低所得者層にも一定
の恩恵はあったものの、富裕
層との格差は巨大（貧困率
1980年42.28%→2017年
9.18%：世界銀行）

富裕層とグローバル企業への
富の集中が発生し、分断と憎
悪の原因となった

1990年代、2000年代の仮説と政策
現実に起こったこと ⇒テロとイスラム国



（２）「Inclusive」はおそらく「Sustainable」と並んで、SDGsの中で
最も多く使われている概念の一つ（少なくとも40回）
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前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）

われわれは、2030年までに貧困と飢餓をなくし、すべての国で不平等と闘い、
平和で、公正で、一人ひとりが活かされる社会をつくる決意を新たにする。
・・・
また、経済成長においても、持続可能ですべての人が参加でき、繁栄を共有し
働きがいのある仕事に就けるような社会としなければならない。

もともとは教育の分野で障害を持っ
ている子どもを含めてすべての人が
排除されない＝inclusive education
が必要、という問題意識から

⇒ 「すべての人が」
参画できる社会



Inclusionはいまや、「排除されない」を越えて、「個として活かされる」、
「居場所がある」、など「自分らしさ」を追求する概念となったのではないか
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多様である インクルーシブである

≒  個として活かされる
 能力が発揮される
 居場所がある

すべての人が社会の中で
自分らしい自分でいられる



（３）見落とされがちなSDGs第一段落第二文に、
この体系全体を理解するキーワードがある
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「この文書は人間、地球及び繁栄のための行動計画で
ある。これはまた、一層大きな自由における普遍的な
平和の強化を追求するものでもある」

前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）



（４）「よく生きる」（ウェルビーイング）は
SDGsを包括的に理解する上で極めて重要な概念
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われわれが思い描く世界は、すべての生命が栄え、す
べての人が身体的、精神的、社会的によく生きられる
世界である

前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）

「よく生きる」、「よい人生」とはなんだろう？



（５）SDGsは「世代を越えて」という長期の時間軸が明確に
その本質の一つとして組み込まれている優れた枠組みである
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持続可能な消費によりこの惑星の環境を守り、特
に気候変動に早急に対応することで、現在と将来
の世代のニーズに対応できるようにする

⇒ 「世代を超えて」人類の理想を叶えたい

前文

宣言（59段落）

フォローアップとレビュー
（20段落）

総会決議 A/RES/70/1

実施手段とグローバル・
パートナーシップ（12段落）

ブルントラント報告書からの引用



SDGsが目指す世界像・ストーリーには
大きく4つの価値観が介在する
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「世代を超えて」 前文「Planet」: support the needs 
of present and future 
generations.

前文第二段落：
leaving no one behind
ならびに
宣言パラ3とSDGsのあらゆる場面
に使われている
inclusive / inclusion

前文第一段落第二文：
in larger freedom

宣言パラ7: physical, mental and 
social well-being should be 
assured

「すべての人が」
「自分らしく」
「よく生きられる」

世界



では、SDGs実現を人材の観点から見ればどのような戦略があり得るか
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究極的に目指すべきは人々のウェルビーイング。
現在の多くの人事戦略はそのための通過点と言える
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内発的動機・自律性

多様性
いろいろな人がいて

アンコンシャスバイアス
偏見がなく

Equity（衡平）
構造的歪みが補正され

心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
組織との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護
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内発的動機・自律性

多様性

アンコンシャスバイアス

Equity

心理的安全性

エンゲージメント

インクルージョン

働きがい ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の
保障による保護

● エビデンスベース
● DX
● 投資対効果
● 人事部門改革
● リスキリング
● 戦略的配置
● 有りたい姿とのギャップ

パーパス実現と

（企業の場合）
利益の獲得

組織運営には二つの責務（dual obligation)がある。（１）従業員のウェ
ルビーイングを実現すること、（２）パーパスを実現すること



組織運営には二つの責務（dual obligation)がある。（１）従業員のウェ
ルビーイングを実現すること、（２）パーパスを実現すること
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内発的動機・自律性

多様性

アンコンシャスバイアス

Equity

心理的安全性

エンゲージメント

インクルージョン

働きがい ウェルビーイング

よく生きられる

● エビデンスベース
● DX
● 投資対効果
● 人事部門改革
● リスキリング
● 戦略的配置
● 有りたい姿とのギャップ

儲かる・儲からないに関わらず企業が人間
に対して実現するべき責務

⇒ 経営戦略の不可欠な基盤

ウェルビーイングな状態である人々を基盤
として社会的存在意義を実現し、また利益
を得るべき責務

⇒ 人的資本戦略とはここを指すべき大前提としての人権の
保障による保護

パーパス実現と

（企業の場合）
利益の獲得



グローバル企業においてDE&Iは組織運営の核となる要素であり、
多くの企業が最重要マテリアリティとして掲げている

テクノロジー

研修制度 いい上司・いい部下

法的枠組み

ガバナンス

福利厚生

職場環境

報酬

多様性と包摂

グーグルのロゴはそのまま多様な
人々の集まりであることを示す

ユニリーバのロゴも、異なる人々が
集まって一つのミッションを成し遂
げることを示している
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そうした社会や組織においては、他を尊重し、なおかつ付加価値を創造
できる「強くて優しい個」が育つので必然的に強い社会・組織となる
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目標 「個が確立し」「互いに尊重しあっている」組織は圧倒的に強い

● 多様な環境では、お互いに「違う」ことが前提のため、他人の
発言や行動をよく観察・理解したうえで、自分の考えを持つこ
とが前提になる

● そして、自分の考えを、彼らが理解できる言葉や行動で伝える
必要がある（「言わなくても分かるだろう」はありえない）

● 自分の考えや言動を、同僚も尊重し、アドバイスをくれるので、
努力した分認めてもらえる（他方で、自分で考えることも、ア
クションを取ることもなければ、自分の存在意義はほぼない）

 「異なる」ことが「他を尊重する個人」をどんどん鍛えていく
（優しく厳しい競争環境）
 同じ目標に向けて強い組織となる



同質な組織では結局のところ、組織を構成する個人が弱くなり続ける。
その結果、必然的に組織としても脆弱なものとなってしまう

 同質な組織においては、共通の理解、共通の行
動を通じて共通の目標に対して進むことが前提
となっている。

 このため強い「同調圧力」が働く。「出る杭」
は打たれることとなり、個人に求められるのは
自分を殺して「自己犠牲を払う」ことと、「我
慢すること」になる

 この結果、組織としては多様な観点からの分析
ができなくなり、トップないし多数派の意見が
通るようになる。その結果変化に対応できなく
なる

 「同じ」ことが個人をどんどん弱くする。弱い
個人の集まりが強いわけがなく組織も弱くなる
 徳川幕府が「連帯責任」で村や藩を意図的

に弱くして統治した手法と同じ論理
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その意味で、強くなるためではなく「あたりまえ」のことをやることで、
結果として社会や組織が強くなる。権利性あっての経済合理性。
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経済合理性のD&I

• 1990年代後半〜大量消費モデルの行
き詰まりを受け、ビジネスチャンスの
拡大の狙う中でD&Iを推進

• 労働人口構成の変化への対応手段
• 企業戦略の視点から、新商品や新市場、

新サービスを生み競争優位性や競争力
強化のため重要と考える

権利性のD&I

• 1960年代〜アメリカで公民権運動、
女性運動をきっかけに誕生

• 雇用機会均等、差別撤廃などの考え方
• 企業倫理やCSRの観点から取り組むべ

き課題のひとつとして認識
• 他方、多様性を受容することをノルマ

やコスト負担と捉える

個を守り活かすことが
結果として強さにつながる

儲かるか儲からないかに関わらず
やるべきこと⇒戦略化できない

利益に直結しないならやらなくて
いいのか、という議論になる
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出所：経済産業省（2022）「人的資本経営の実現に向けた検討会報告書～ 人材版伊藤レポート2.0～」
NRI「人的資本」(https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/sa/human_capita)を基にSDGP作成

人的資本に関する情報開
示ガイドラインとして、
国際標準化機構(ISO)が
ISO30414を公開。

米国証券取引委員会
（SEC）が米国の上場企業
に対して人的資本の開示を
義務化。

2018年12月

2010年代後半以降、国際的に、また日本国内でも
人的資本経営に大きな注目が集まっている

2020年8月 2020年9月 2021年6月

経済産業省
「人材版伊藤レポー
ト」

⇒人的資本の重要性
が書かれており、日
本において人的資本
経営の動きが進むき
っかけとなる。

株式会社東京証券取引所
「改訂版コーポレート・
ガバナンスコード」

⇒「人的資本に関する開
示・提示」と「取締役会
による実効的な監督」が
求められるようになった。

1. 契約形態ごとの人員数
2. 定着・離職、昇格、社内公募
3. 構成・多様性
4. スキル・能力

5. 健康・安全・ウェルビーイン
グ

6. 報酬・インセンティブ

7. 経営上必要となったポジショ
ンとその採用の状況

8. エンゲージメント・生産性

法案における開示項目

1. コンプライアンスと倫理
2. コスト
3. ダイバーシティ
4. リーダーシップ
5. 組織文化
6. 組織の健康・安全・福祉
7. 生産性
8. 採用・異動・離職
9. スキルと能力
10.後継者育成
11.労働力

情報開示規格（11領域）

2022年5月

経済産業省
「人材版伊藤レポート2.0」

⇒人財戦略について「３つ
の視点・５つの共通要素」
を提示。人的資本の重要性
と経営実践への工夫も示す。



日本において真に「人を活かす」ことができている
組織や企業がどのくらいあるだろうか
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内発的動機

多様性
いろいろな人がいて

アンコンシャスバイアス
偏見がなく

Equity（衡平）
構造的歪みが補正され

心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
会社との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護

日本の組織はこの部分が
ほとんどできていないよ
うに感じる



世界経済フォーラムのジェンダーギャップ指数2024が6月12日に発表さ
れ、日本は今年118位（146カ国中）。圧倒的に男性優位の社会。

• 日本は118位で、G7の中では引
き続きダントツの最下位

• 東アジア太平洋地域では、最下
位から2番目の順位
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出所：世界経済フォーラム



先進国の集まりであるOECD（経済協力開発機構）の加盟国の中でも日
本の男女賃金格差はワースト3位。
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OECDの賃金格差平均（2021年）は88.4%
これに対して日本は75.2%で堂々のワースト3位

出所：OECD「Average National Wages」

コスタリカがほぼ
Equal Payを達成して
いるのはすばらしい

米国も存外に賃金格差に
おいては苦労している



男女賃金格差の背景はさまざまにあるが、男性が圧倒的に有利であり、
多様な人材や価値観を認めるような職場になっているとは言い難い
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（１）垂直的乖離：正社員の管
理職への昇進が男性と女性で大
幅に差がある。40才以降の賃金
格差はほぼ100％、職階の格差

が年齢とともに拡大することに
起因する。

（２）教育格差：男性の大学進
学率58.1%に対して女性は
51.7%。大学院進学率について
も、男性の 15%前後に対し、女
性は6%前後にとどまる。また、

相対的に賃金水準が低い就職に
つながる学科に女子が多い。

（３）男性の長時間労働：日本
男性の一日総労働時間は492.6 
分とOECD平均よりも38分以上

長い。これを減らさないと家庭
に参画できず、その結果女性が
家事育児を行うために、非正規
雇用に流れる減少がある

（４）統計的差別：「女性は離
職率が高いから男性を採用する、
あるいはスキルの高い仕事を与
える」という誤った認識が、さ
らに統計上女性を不利にすると
いう論理的悪循環。

（５）職業選択：栄養士、保育
士、幼稚園教諭、保健師など、
多くの女性が選ぶ職業の賃金水
準が低い。

（６）無意識の偏見：この仕事
は女性には向かない、など雇用
する側の思い込みにより女性が
圧倒的に少ない職種がある。

出所：内閣府男女共同参画局, 女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022, 
2022

（１-2）垂直的乖離：同じ職階でも女性が

育児休暇を長期間取ることなどにより、
「追いつけない格差」が生じる



男女の賃金格差の最も大きな原因の一つに「長時間労働」がある、とい
うのが一昨年ノーベル賞を受賞したゴールディン博士の証明
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 2023年にノーベル経済学賞を受賞したクラ
ウディア・ゴールディン・ハーバード大学
教授によれば、長時間労働をすればするほ
ど子育てする女性はそれを選ばず、職場の
同質性とおじさん化が進む。その結果とし
て男女の賃金格差も大きくなる

 長時間労働は（１）単位時間あたりの付加
価値を下げる、（２）職場が同質な場とな
ることでイノベーションの価値を下げる、
（３）単に分母を大きくするという意味で
も生産性を下げる、という意味でいいこと
が一つもない

ハーバード（Harvard）大学のゴールディン教授は、
ノーベル経済学賞を受賞した3人目の女性となった。
彼女の『Why Women Won（なぜ女性は勝ったの
か）』というタイトルの最新の論文は、女性の権利の
歴史における極めて重要な瞬間に焦点を当てている。

https://www.nber.org/papers/w31762
https://www.nber.org/papers/w31762


生産性を上げるために労働時間を減らすという方法がある
過剰な労働時間は何も生まない
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 「20代の若い人はめいっぱい働くべき」は、「いつ
までかかってもいいのでウサギ跳び1000回やれ」
と言っているようなもの。同じものをたくさん作れ
ば儲かった時代はそれでよかったかもしれないが、
今の時代はそれではだめ。甲子園の慶応高校を見よ。

 労働時間に反比例して確実にアウトプット能力は落
ちる。特に9時間以上は働いていないのと同じ。2〜
3日ではそれでよくても、継続すると体を壊す。そ
の時間の労働に残業代を払うなどもってのほか。

 時間内に可能な限りの経験をさせる方法論が必要

20代でめいっぱい働ける人は
働くべきだ

オヤジの妄想



男女間賃金格差の開示義務化は、まず問題を「見える化」し、
そこからの対処（治療）と解決（根治）を考える第一歩である
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 301人以上を常時雇用する事業者
での男女の賃金差開示を義務化

 101～300人の事業者についても、
施行後の状況で検討。

 公表方法は企業単体ごとで、持
ち株会社（ホールディングス）
自身の情報も対象。

 男性の賃金水準に対する女性の
割合を開示させ、その差を明確
にする方針。正規・非正規雇用
別でも示す。

 自社のホームページに掲載する
ことを想定

女性活躍推進法の改正内容（2022.7)

 女性活躍の状況把握・課題分析
 管理職における女性労働者比率
 平均勤続年数の男女差
 労働時間の状況
 採用者における女性労働者比率

 ジェンダー格差是正に向けた行動計
画、社内通知、外部公表

 行動計画の効果測定（努力義務）

今次厚労省省令改正内容（2022.5)

（１）垂直的乖離：正社員管理職への昇進、 40
才以降の賃金に男女で大幅に差がある。

（２）教育格差：大学進学率や相対的に賃金水準
が低い就職につながる学科に女子が多い。

（３）男性の長時間労働：日本男性の一日総労働
時間はOECD平均よりも38分以上長い。

（4）無意識の偏見：この仕事は女性に向かない、
など思い込みにより女性が少ない職種がある。

出所：内閣府男女共同参画局, 女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022, 2022

一般事業主行動計画の義務項目に
下記の内容が追加された



多様性を阻む無意識の偏見と
これを克服した先にある心理的安全性

28



究極的に目指すべきは人々のウェルビーイング。
現在の多くの人事戦略はそのための通過点と言える

29

内発的動機

多様性
いろいろな人がいて

アンコンシャスバイアス
偏見がなく

Equity（衡平）
構造的歪みが補正され

心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
会社との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護



多様であれば、即よい結果を生み出せるわけではない。
人々の無意識の偏見が新しいものを排除しようとする

30

アンコンシャス・バイアス例：
人は初めてのアイディアには拒否反応を示す

神戸居留地 Las コーラコカ・コーラ

多くの人にとって
見たことのあるも
の、慣れ親しんだ
ものはそれだけで
心地よい

その結果、「新しい
価値を創造しよう」

だけでは新しいもの
が生き残らない



「アンコンシャス・バイアス：無意識の偏見」が
差別の構造を強化し再生産している

31

アンコンシャス バイアス

自分ではそんなつもりはないのに

● 親近感バイアス：自分に似ている人を好意的に評価する
● 確証バイアス：自分にとって都合の良い情報ばかりを集め、反証する情報は軽視する
● ステレオタイプ・バイアス：属性で、その人の特徴を決めつける
● ハロー効果、ホーン効果：目立ちやすい特徴に引きずられて他の特徴に対する評価が歪められる

えこひいきをしたり、差別につながる
歪んだ見方をしたりしている

アンコンシャス・バイアスの分類



まずは、アンコンシャス・バイアスを排除できるデザインを
あらゆるレベルで採用する必要がある

32

オーケストラの入団審査における
「カーテン」の導入

企業の採用活動における
顔写真と性別に関する項目の排除

ユニリーバ・ジャパンは2020年度の採用活
動より、顔写真の提出や応募者への性別に
関する一切の項目を排除した。書類審査通
過の男女比率や採用ページのアクセス数な
どを指標に成果を検証予定。

1970年当時、アメリカの5大オーケストラ
における女性演奏者は5%程度だったが、
入団審査時のカーテンの導入により審査通
過率が50%増加した。

出所：日経ESG
https://project.nikkeibp.co.jp/ESG/atcl/news/00084/

出所：Astrid Baumgardner
https://www.astridbaumgardner.com/blog-and-resources/blog/ysm-mock-
auditions/



アンコンシャス・バイアスは野良犬を飼っているようなもの。
間違っているのにほったらかし。みんながそうするとそれが常識になる

33

野良犬
常識

野良犬
常識

野良犬
常識

野良犬
常識

一人ひとりが常識を疑ってかから
ないと、それが社会の常識に

みんな飼ってるから
自分もまあいいやと
いって疑わない

Unexamined Behavior



「ワンオペ育児を美化しないで！」

人権やジェンダーに関して問題意識があっても、ジェンダー
バイアスについて無自覚なメッセージを発信する場合がある

34

「ムーニーから、はじめて子育てするママへ贈る歌
『moms don’t cry』」(2017年5月にユニ・チャームHP
にて公開) 

「おむつ会社なら、『母親は一人で頑張るべきだし、
それが美しい』という社会的抑圧と闘うべきだ。」
「一番しんどい時を思い出して吐きそうになる」

広報室：
理想の子育てと現実との違いに悩む母親たちが多い
ため、動画でリアルな現実を描くことで応援したい
という強い思いを込めた。父親の育児参加や周りの
サポートが進むように、多くの方に動画を見ていた
だきたい。

多くの女性が共感するであろうと発したメッセージ
が、「家事・育児は女性の仕事」といったジェンダ

ーバイアスを肯定することに



鹿児島における「男尊女卑」がどのようにできあがったか。
鹿児島の男性はさまざまに異なる考え方を知るべきではないか？

35

 鹿児島における男尊女卑の形成には、歴史的・文
化的背景が大きく関与している。薩摩藩時代の封
建制度と武士道精神により、男性優位の価値観が
強調され、女性の役割は家庭内に限定される傾向
が強まった。

 地理的・経済的条件も影響を与えた。桜島の火山
灰に覆われた土地では農業生産性が低く、男性の
労働力が重視され、性別役割分担が固定化された。

 ただ、女性を「弱いもの」としていたかどうかは
議論がある。天璋院（てんしょういん）篤姫の例
のように、聡明で強い女性が活躍した例もある。
役割分担の中で男性も女性も強い存在であること
が求められたのではないか。

 県民意識調査によれば、「夫は外で働き、妻は家
庭を守るべき」という考え方を肯定する割合が全
国平均を上回る。このような意識は、女性の就労
やキャリア形成に対する社会的な制約に。有業者
に占める女性の割合は全国第4位と高いものの、
管理職に占める女性の割合は全国第26位と低迷。

 男性の家事・育児時間が短く、家庭内での役割
分担が固定化されている。これにより、女性が家
庭責任を多く担い、就労やキャリア形成に支障を
きたすケースが多く見られる。

 事業所における男性の育児休業取得率は2.7%と低
く、全国平均を下回る。男性の育児参加が進まな
いことが、女性の就労継続や職場復帰の妨げと。

歴史的には 現代は



その先にあるのが心理的安全性。ハーバード大学のエイミー・エドモン
ドソン教授が1997年に提唱した概念で大いに広まっている。

36

エイミー・エドモンドソン
Amy Edmondson
ハーバードビジネススクー
ル教授。専門はリーダーシ
ップと経営管理。同校の
MBAプログラム及びエグゼ
クティブプログラムにてリ
ーダーシップ、チームワー
ク、イノベーションなどを
教えている。2013年、
Thinkers50「世界で最も影
響力のあるビジネス思想家
50人」で第15位にランクイ
ンした。多数の受賞歴があ
り2006年にはカミングス賞
（米国経営学会）、2004年
にはアクセンチュア賞を受
賞。世界各国で講演やコン
サルティングも行っている。

心理的安全性とは、支援を求
めたりミスを認めたりして対
人関係のリスクを取っても、
公式、非公式を問わず制裁を
受けるような結果にならない

と信じられることだ。

“



生産性の高い組織は実はミスが多いという統計がある。

37

時間

ミ
ス
の
数

生産性の高いチーム

生産性の低いチーム

生産性の高いチームのほうが生産性が低い
チームよりもミスや過誤の数が多いという
統計が出る場合がある

生産性の低いチームは、ミスが少ないので
はなく、ミスが「報告される数」が少ない
のではないか。



日本の製品サービスは非常にレベルが高い一方、世界一は多くない。
アメリカの製品サービスは飛び抜けて良いものと最低のもののミックス

38

50点

100点

均一なアイディア：
「よく考えてから話しなさい」
の世界

多様なアイディア：
「まずは言ってみよう」
の世界

80点

技
術
革
新
の
価
値

組織の多様性

日本の組織

アメリカの組織
飛び抜けたものもあるが

ろくでもないものある

Lee Fleming: Breakthroughs and the ‘Long Tail’ of 
Innovation



39

Googleは自社の労働生産性の根源について徹底的に研究し、
これが職員の心理的安全性であることを突き止めた

© SDG Partners, Inc.

プロジェクト・アリストテレス（2012年〜）

初期仮説
• 職員個人の能力
• 優秀なリーダー

• 優れたチームワ
ーク手法

結論：自分らしくい
られることに対する
心理的安全
（Psychological 
Safety）

措置：社員が自分
らしくいられるこ
とを確保すること
だけが仕事のマネ
ージャが1000人

出所：https://rework.withgoogle.com/jp/を基にSDGP構成

39

https://rework.withgoogle.com/jp/


心理的安全性があっても越えられない社会の構造的歪みを越えるための

「エクイティ：衡平」

40



心理的安全性があっても、その先の「構造的歪み」
という壁を超える必要がある

41

内発的動機・自律性

多様性
いろいろな人がいて

アンコンシャスバイアス
偏見がなく

Equity（衡平）
構造的歪みが補正され

心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
会社との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護



日本において多様性と包摂を実現するには、衡平（社会の構造の歪みを
考慮した異なる人への異なる措置）という概念が必要

4242

出所：Tony Ruth氏による

不平等

平等？

衡平

正義



「衡平」という概念を理解し実践するには、まず経営層をはじめとする
管理職に認識を大きく変えていただく必要がある

43

①「能力が低い女性に

下駄を履かせて」管理
職や役員に登用する

ことには反対

②自分がこれまで履かせて

もらってきた「高〜い下駄」
にまったく気づいていない

● 家庭や育児に参画せずに
仕事に時間を投入させて
もらった

● パートナーがキャリアを
諦める代償としての昇進

● それだけの時間を積めば
ビジネススキルが身につ
くのは当たり前

長期で形成したこの
差分、女性が能力を
獲得するのを待って
いたら永遠に埋まら

ない。

まず「いま」解消し、
並行して能力を強力

に強化すべき

例えば、



経営の意思決定レベルで、いますぐにでもできることは多くある
（１）女性役員と女性管理職の飛び越し登用

44

瀬名波文野（せなは・あやの）
リクルート・ホールディングス
取締役：2020年5月に取締役就任。
38歳。2006年、株式会社リクルー
ト新卒入社。2012年にはロンドン
にある買収先企業の代表取締役に
就任し、220人の現地従業員を率
いる。2015年に帰国後は、ホール
ディングスR&D本部事業開発室室
長を務め、2016年より経営企画
室・人事統括室室長。2018年4月
執行役員。

松本晃（まつもと・あきら）
元カルビー会長
2009年社長就任時に5.9%であったカ
ルビーの女性管理職比率は6年後の
2015年には19.8%まで急進。「会社
の成長のためには女性が活躍するこ
とが重要である」というメッセージ
を一貫して発信し、管理職に徹底的
に女性を登用。

いずれも経営の強い意思によって女
性が役員や管理職に飛び越し登用

されている

さらに管理職登用後の
育成・支援策が充実

社員全員が確実に知る



経営の意思決定ですぐにでもできることは多くある
（２）男性の育休義務化を含む働き方改革と家庭参画機会の創造

45

仲井嘉浩社長が2017年に

欧州出張し、スウェーデ
ン郊外のスマートシティ
を見学した際、公園でベ
ビーカーを押す9割以上が

男性だったことに感心。
背景に同国には父親専用
の90日間の育休制度があ

ると知り、帰国後社長の
意思で1か月の男性職員育
休義務化を制度化。

職員同士がカバーし学び合う状況
→ 仕事の透明性も向上

自分が家にいることで家の良さを再認識
→ 営業や接客意識の根本的な変革

本人に加え職場の同僚や女性社員も影響
→ 職場全体としての意識改革

重要な点は仲井社長がトップダウンで「まず育休義務化」を決めたこと。
現場はトップの意思決定に合わせ制度や働き方を変えた
（ただし仲井社長も3か月→1か月という妥協をしている）。



これからは「衡平」概念を加えたDEI（Diversity, Equity and Inclusion）
という言葉が企業においても主流となる

46

DEI

Diversity 多様性
Equity 衡平
Inclusion 包摂

（そしてその次はDEIB：「Belongings」も加えるのが米国で主流化）

例えば・・・



ウォルマート、マクドナルドなどが保守派の活動家の影響を受けてDE&I
活動の縮小や目標の撤回などを行った。多様性も危ないのでは？

47

 保守派の活動家ロビー・スターバック氏は、
企業が多様性や社会的責任を重視することを
「過剰な政治的介入」とみなし、これが株主
利益や自由市場の原則を損なうと主張。

 同氏はDE&I活動が一部の政治的アジェンダ
に偏っていると批判し、特定の価値観を消費
者や従業員に押し付けるものだと訴えている。
この思想は、保守派からの支持を集め、企業
の多様性推進活動への圧力を高める要因とな
っている。

 これらを含む「Woke Capitalism」（意識高
い系資本主義）への批判は、企業の社会的役
割を再評価する動きを生み出しつつも、社会
分断を深め、多様性や公平性を推進する活動
の正当性を揺るがす結果を招いている。



人間の思想や世界観は同一ではなく大きな幅（スペクトラム）がある
重要なのは「流れを見る」ことではなく「自分の位置」を決めること

48

ユニラテラリズム
独裁と全体主義
利己と「欲」
力の支配

マルチラテラリズム
普遍的価値追求
利他と「徳」
法の支配

国連・SDGs・サステナ
ビリティが目指す世界観

一部の全体主義国家
が目指す世界観

グローバル企業に求めら
れる価値観と倫理観

トランプ的世界観

 「自分たちのアイデンティティーや、自分たちが何を支持しているのかが曖昧なブランドは、表明する価
値観をしっかりと持つブランドよりも常に弱く見える」

 「DE&Iから撤退している企業は、そもそも最初から参加していなかった」



究極的に目指すべきは人々のウェルビーイング。
現在の多くの人事戦略はそのための通過点と言える
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内発的動機・自律性
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心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
会社との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護



強い組織では目的と方向性がメンバーから完全に理解され支持される
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リーダーが完璧にリードする例：アップル

一人ひとりもめちゃくちゃ強いが、

お互いに尊重しあい目的を共有しているので、
チームとしてもめちゃくちゃ強い

出所：NHKウェブサイト 出所：https://shuchi.php.co.jp/article/6837

多様で目的が共有されている例：ラグビー日本代表

スティーブジョブスは天才開発者であっ
たが、ティム・クックは天才経営者。
アップルを一つの会社にし続けている



また、強い組織ではその方法論も組織を構成するメンバーから完全に
理解され実践される

51

出所：Pixabayフリー素材

プロバスケットボールの試合で、誰もい
ないところにパスを出して、どこからと
もなくもうひとりの選手が現れてそれを
キャッチする、というような場面を思い
出してください。

こうした動作は、いちいち誰かが指示を
して行っているものではありません。

実はこれは、チームの一人ひとりが、バ
スケットボールというゲームの業務フロ
ーを完全に理解し、習得し、一人ひとり
が考えて動いているからできること。



究極的に目指すべきは人々のウェルビーイング。
現在の多くの人事戦略はそのための通過点と言える
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内発的動機・自律性

多様性
いろいろな人がいて

アンコンシャスバイアス
偏見がなく
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構造的歪みが補正され

心理的安全性
自分の意見が言えて

エンゲージメント
会社との関わりが明確で

インクルージョン
個が活かされ

働きがいを感じて
働けることで ウェルビーイング

よく生きられる

大前提としての人権の保障による保護



期限前5世紀にアリストテレスはすでにウェルビーイング
（＝良い人生）について二つの要素があることに気づいていた
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Hedonia（快楽主義）
● 美味しいものを食べる

● 競争に勝つ
● 涼しい、温かい、快適

Eudaimonia（よい魂）
● 目的を成し遂げる

● 人の役に立つ
● 生きがいを追求する

対外的・短期的視点 対内的・中長期的視点

Pleasure Good spirit



アリストテレスと同じことを仏教でも考えた
人間は欲の塊であるが、欲がなければ徳もない：煩悩即菩提

54

徳
仏教は五欲を完全に否定はしていません。
欲は煩悩でもありますが、うまく使えば悟
りへの手段となります。欲をコントロール
してくれるのが仏教と言えます。

煩悩即菩提：欲望があるからこそ人はそれ
を乗り越えて自分を高めようとする、とい
う大乗仏教の教え

煩悩

利己

欲充足

仏教の五欲：
食欲、
睡眠欲、
性欲、
財産欲、
名誉欲

“
出所：奈良南都十輪院ウェブサイト

ぼんのうそくぼだい



2013年のOECDの報告は、特に「徳」や「社会的使命」といった
「Eudaimonia」という概念に注目した
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SWB:
Subjective 
Well-being
主観的なウェ
ルビーイング

Satisfaction
充足・安心・安全・快適

Affection
愛・絆・つながり

Eudaimonia＝「よい、good」
社会的使命・生きがい

OECDの2013年報告書
「主観的ウェルビーイングを計測するための指針」



OECDのBetter Life Indexは客観的なデータと主観を組み合わせることで
ウェルビーイングを定義しようとする
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 Better Life Index（「より良い暮らし指標」）：
OECD、2011年より。データセットとしては右
記の通り、住宅・収入・雇用・地域・教育・環
境・市民参加・健康・充足度・安全・ワークラ
イフバランス。

 ただし、OECDは「より良い暮らし」は一人ひと
りがその主観で決めるものであり、11項目のう
ちのどれを優先するかによって人々のウェルビ
ーイングを定義する変数は変化すると明示して
いる



国連は2024年9月「未来サミット」を開催し「未来のための協定」
（Pact for the Future）を採択。SDGsにはない論点が多く合意された
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 Beyond GDP（国内総生産）を超えて人類および地
球のウェルビーイングと持続可能性を捉えるための
指標を開発することに合意。

 世界的な AI ガバナンスに向けたロードマップを含
む、デジタル協力のための初めての包括的な世界的
枠組みである「Global Digital Compact」の創設に
合意。

 企業活動やデジタル技術が「平和」に与えるインパ
クトや、女性と平和の関係などを強調。

 ユース（若者）の国際的な意思決定への参加を加速。



ウェルビーイング論の進展と、ネイチャー・ポジティブを中心とする自
然資産に関する議論が近づくとどのような論理体系が生まれるか？
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WBSCD: What does Nature Positive mean for Business

人に関する
ウェルビーイング論

自然に関する
ネイチャー・ポジティブ

？



2030年以降のPost-SDGsで世界が目指すのは、平和を含めた
人間のウェルビーイングと自然のウェルビーイングの両立となるだろう
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 「Planetary Wellbeing」は、バルセロナのポンペ
ウ・ファブラ大学（UPF）等が提唱する概念。人
間と非人間、そしてそれらの社会的・自然的シス
テムにおける最高水準のwellbeingを追求する。

 この概念は、地球規模の環境・気候危機に対応す
るため、健康、教育、経済、社会正義など多岐に
わたる分野の統合的アプローチを強調している。

人
のウェルビーイング

自然
のウェルビーイング

Planetary Wellbeing

Post-SDGsは人間と自然のウェルビーイングを統合し、
「平和」も含めた目標を建てる時代の転換点となる
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